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フランス電力公社に関する生産性分析の再検討

日 野 和 則

概要 フラ ンスの国有 企業 につ いて,CERC(所 得 ・コスト研究センター)が 実施 した余 剰法

による生産 性分析(余 剰分析)の 結果 を検証す るこ とを 目的 と し,1970年 代 における フラン

ス電力公社(EDF)に おけ る分析事例 につ いて検討 した。1950年 代 中頃か ら1960年 代終盤 ま

で の期 間 につい て実 施 された当初 の分析 で課題 とされ た生産性 と経営状 態 の改 善状況 が

CERCに よ り把握 され るとと もに,顧 客や供給者 を含む各種利害 関係者間で の成 果配 分の

状況を明 らか にし,余 剰分析の有用性の評価がな された。 また,今 日の社会 ・経済的環境 に

おいて,企 業の社会的業績を考慮 した企業分析手法 と しての余剰分析の思考 と方法を再検討

す ることの意義 につ いて も論及 した。

Abstract In this paper, the results and the implications of surplus analysis as a 

method of productivity analysis are reexamined. As an example, the analysis by 

C.E.R.C. on E.D.F.  (Electricite de France) in 1970s is used. This analysis by 

C.E.R.C., a French research organization, is one that dealt with the productivity 

and situation of the company, also with a methodological evaluation. The need for 

an examination of the idea and the method under the current social and economic 

situation is also briefly discussed.
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1は じ め に

フ ラ ンス の 国 有 企 業 に つ いて,CERC(所 得 ・コス ト研 究セ ンター)が 実 施 した余 剰 法 に

よ る生 産 性 分 析 の結 果 を 検 証 す る こ と が小 論 の 主 た る 目的 で あ る。 前 稿(1)で 取 り上 げ た

フ ラ ンス国 鉄(SNCF)に 続 き,1970年 代 に お け る フ ラ ンス 電 力 公 社(EDF)に お け る分 析

事 例 につ いて 検 討 して い く。

EDFの 分 析 は,CERCに よ る4社 の 分 析 の う ちで は,最 後 に行 わ れ た もの で あ り,そ

の 後,継 続 して 実 施 され た分 析 と して は,SNCFと 並 ん で 重 要 な事 例 で あ り,CERCに

よ り当初 の 分 析 に 引 き続 き生 産 性 分 析(余 剰分析)が 継 続 実 施 さ れ た2社 の うち の ひ とつ

で あ る。

2当 初 の 分 析 結 果 の 概 要

こ こ で は ま ず,1954年 か ら1968年 の期 間 に つ いて 行 われ たEDFの 分 析 結 果 に つ いて,

その 要 点 を整 理 して お くこ と にす る(2)。

当時,EDFは,拡 大 基 調 にあ り,資 本 費(財 務費 と減価償却費)は 極 め て負 担 が大 き く,

特 に人 件 費 よ り もか な り大 き い。 これ と全 く反 対 の傾 向 を示 して い た のが フ ラ ンス石 炭 公

社 で あ る。EDFの 事 業 を,発 電 関連 と配 電(販 売)関 連 に 区 分 す る な らば,資 本 費 は主

に前 者 に,人 件 費 は後 者 に関 わ る もの と いえ る。

この よ う な特 徴 を考 慮 して,資 本 費 の取 り扱 い は特 に重 要 視 され た。 と りわ け,二 つ の

基 本 分 析 が 並 行 して 着 手 され たが,ひ とつ は会 計 デ ー タ を用 い る もので あ り,も う ひ とつ

は減 価 償 却 費 に も,財 務 費 に も会 計 的 費 用 に替 え て,経 済 的 費 用 を使 用 す る。

こ う した処 理 に よ り,EDFに お いて は,三 つ の財 務 項 目,す な わ ち財 務 費,減 価 償 却

費 及 び経 営 成 果(利 益)に つ い て適 用 され る前 提 事 項 の 重 要 性 が よ り適 確 に分 析 され う る

こ と と な っ た。 会 計 的 分 析 に よ る主 要 な結 果 は,表1に 集 約 され て い る(3)。

EDFの 分 析 の 特 徴 は,1971年 一1975年 の 期 間 に つ い て,こ の 企 業 と国 との 間 で締 結 さ

(1)拙 稿(2008),307-312頁 。

(2)CERC(1972),pp.7-65;Houery,N.(1977),pp.44-45;CERC(1980),pp.111-112.

(3)CERC(1980),pp.111-112.人 件費(社 会的費用 を含 む)は,費 用(支 出)の20%,燃 料費

は23%,そ の他の財貨 ・サー ビス購入 に係 る費用 は15%,そ して,資 本 に関わ る費用 は35%で あ

る(cf.CERC(1980),p.112)。
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表1EDFの 余剰計算 書(1954-1968)(単 位:%)

期間1954-19581959-19621963-1968全 期間(1954-1968)

生産性余剰3.6生 産性余剰2.8生 産性余剰2.0生 産性余剰2.7源

供給者 供給者1.1供 給者0.5供 給者0.6

債権者0.7債 権者0.5債 権者0.9債 権者0.7

企業(減 価償却)0.7企 業(経 営成果)1.1企 業(経 営成果)0.1泉

合 計5.3合 計5.5合 計3.4合 計4.1

従業員1.1従 業員0.8従 業員11従 業員1.0

使 国(租 税)0.1国(租 税)0.3国(租 税)02国(租 税)0.2

企業(経 営成果)0.4企 業(減 価償却)1.3企 業(減 価償却)03企 業(減 価償却)0.3

顧 客3.7顧 客3.1企 業(経 営成果)02顧 客2.6

途 顧 客16

合 計5.3合 計5.5合 計3.4合 計4.1

(注)数 値は生産高 に対す る余剰のパーセ ンテー ジで ある。

出所:CERC(1980),p.110.但 し,筆 者が,一 部,表 示形式 を変更 して いる。

れ た 「プ ロ グ ラ ム契 約(contratdeprogramme)」 が 生 産 性 の 年 平 均 の上 昇 率 を 予 測 す る

際 に,総 生 産 性 の概 念 を 採 用 した とい う こ と で あ る。CERCの 報 告 書 で は,企 業 経 営 の

予 測 分 析 に と って の余 剰 計 算 書 の利 点 と して 新 た に こ の点 が 指 摘 され,特 に こ の 目標 実 現

の パ ー スペ ク テ ィ ブが 分 析 され た ので あ っ た(4)。

3そ の 後 の 分 析 結 果 の 検 討

EDFは,そ の 後 に実 施 した,1971年 か ら1978年 に 関 す る分 析 にお い て,総(要 素)生

産 性 余 剰 の二 つ の尺 度 を 同時 に利 用 す る こ と を試 み た(5)。

一 つ め は
,会 計 に お いて 計 上 され る実 際 の費 用 を採 用 す る もので あ り,そ れ は 「実 際 余

剰(surpluseffectif)」 を 明 らか に す る もの で あ る。 二 つ め は,減 価 償 却 につ いて は経 済 的

耐 用 年 数 と再 評 価 され た設 備 資 産 の価 値 に よ って,ま た財 務 費 につ いて は,再 評 価 され た

純 資 産 に規 範 的 な利 子 率 等,す な わ ち,経 済 計 画 の期 間 中 に投 資 選 択 の た め に採 用 され た

割 引 率 を適 用 す る こ と に よ り計 算 され た経 済 的 な費 用 に基 づ く 「規 範 的 余 剰(surplusnor-

mative)」 の算 定 を行 お うとす る もの で あ る。

プ ラ ス の恩 恵 とマ イ ナ ス の恩 恵(金 額)を 計 算 ・表 示 す る余 剰 計 算 書 が実 際余 剰 に基 づ

き作 成 され る の に対 し,規 範 的 余 剰 は,生 産 性 指 数 のか た ちで,企 業 が そ の業 績 を測 定 す

る た め に利 用 され る。 表2は 前 者 を用 いて 作 成 され た余 剰 計 算 書 で あ り,以 下 で は,こ の

(4)CERC(1980),p.111;Houery,N.(1977),pp.44-45.

(5)CERC(1980),p.114.
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表2EDFの 余 剰 計算 書(1971-1979)(単 位:%)

期 間1971-19731974-19751976-1979全 期 間(1971-1979)

生 産 性 余 剰5.0生 産 性 余 剰4.5生 産 性 余 剰2.7生 産 性 余 剰3.9

源 供 給 者0.3債 権 者0.3供 給 者0.4債 権 者0.2

企業(減 価償却)0.4債 権 者0.6国(租 税)0.0

企業(経 営成果)2.1国(租 税)0.2

泉 顧 客2.7

合 計5.3合 計10.0合 計3.9合 計4.1

従 業 員0.8従 業 員0.9従 業 員0.7従 業 員0.7

使 冨鮪 税)8:嵩 橘 税)1:1繍 馨響蟹1:1縷 撫価償却)}:1

企業(減 価償却)0.2顧 客0.7企 業(経 営成果)o.o

企業(経 営成果)0.9顧 客0.7途

顧 客3.0

合 計5.3合 計10.0合 計3.9合 計4.1

(注)数 値は生産高 に対す る余剰のパーセ ンテー ジで ある。

出所:CERC(1980),p.114.但 し,筆 者が,一 ・部,表 示形式 を変更 して いる。

表 に基 づ き,3つ の期 間 に 区分 して 分 析 結 果 を概 観 して い く(6)。

(1)1971-1973年 に つ い て

この 期 間 は,国 と締 結 した プ ロ グ ラ ム契 約 の最 初 の3力 年 で あ る。 費 用 の増 加 率 は低 下

し,供 給 者 が 余 剰 の 提 供 者(源 泉)の 側 に位 置 し,わ ず か な が ら も,マ イ ナ ス の 恩 恵

(0.3%)と な っ て い る。 生 産 性 余 剰 率(5%)は 同 契 約 に よ って 規 定 さ れ た 数 値(4.85%)

をわ ず か なが ら上 回 って い る。

ま た,分 配 面 で は,CERCに よ り研 究 され た 期 間 中(1954年 一1968年)の 状 況(表2参 照)

に近 似 して い る。 す な わ ち,電 力 料 金 の上 昇 が 物 価 上 昇 を下 回 って い た こ と に よ り顧 客 に

は大 き な恩 恵(0.3%)が,従 業 員 に は決 して 大 き くは な い が プ ラ スの 恩 恵(0.8%)が 享 受

(分配)さ れ て い る。

た だ し,こ の 恩 恵 は,SNCFに お け る もの よ りは小 さ く,ま た,費 用 全 体 の 中 で は,

EDFの 賃 金 給 料 の総 額 はSNCFの そ れ よ り も少 な い。 しか しな が ら,こ こで は 賃 金 給

料 の 総 額 で は な く,生 産 高 と の比 で 測 定 され て い る た あ に,こ の よ う な デ ー タが 得 られ る

と説 明 され る。 結 局,生 産 性 余 剰 の水 準 の高 さが,経 営 状 態 の改 善 を可 能 に した とみ る こ

とが で き る(7)。

(6)CERC(1980),pp.114-115.

(7)Op.cit.p.115.
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(2)1974-1975年 に つ い て

生 産 性 余 剰 は,1971年 一1975年 の 全 期 間 に つ いて は,プ ロ グ ラ ム契 約 で規 定 され た 目標

値 に接 近 した もの の,1974年 及 び1975年 に は,エ ネル ギ ー価 格 の上 昇 が,生 産 性 余 剰 の水

準 に ほ とん ど影 響 を及 ぼす こ と は なか っ た と され る。

しか し,そ れ は分 配 の状 況 を大 き く変 化 させ た ので あ る。 す な わ ち,供 給 者 はか な り大

き な恩 恵(8.9%)を 享 受 し,特 に1974年 に は対 生 産 高 で16%を 超 え て い る。 従 業 員 へ の 分

配(恩 恵)の 水 準 は維 持 さ れ た が,企 業 につ い て は マ イ ナ ス の 恩 恵 が 明 らか に な った 。 こ

れ は,本 質 的 に経 営 成 果 の悪 化 に よ る もの と説 明 され る。

そ して,顧 客 につ いて は,当 初 の エ ネル ギ ー価 格 の上 昇 が,部 分 的 に しか転 嫁 され な か っ

た た め,マ イ ナ ス の恩 恵,つ ま り,顧 客 か らの余 剰 の提 供 は比 較 的 小 さ い水 準 に と ど ま っ

て い る(8)。

(3)1976-1979年 に つ い て

1976年 か ら1979年 に は,経 済 活 動 の鈍 化 とエ ネ ル ギ ー節 約 の 努 力(省 エ ネ)がEDFの 売

上 の 増 加 の 鈍 化 を もた ら した。

他 方 で は,原 子 力 へ の転 換 計 画 が 加 速 され た の だが,生 産 性 余 剰 率 が か な り減 少 す る結

果 と な って い る。 とは いえ,生 産 性 余 剰 は1954年 一1968年 に観 察 さ れ た 水 準(2.0%)を 維

持 して いて い る。

EDFに と って,恩 恵 の分 配 は,同 社 の 自 己金 融 を 改 善 した た め,投 資 の 資 金 調 達 を促

進 した と され る。 減 価 償 却 に よ る恩 恵 はす べ て 企 業 の 中 に と ど ま って い るか らで あ る。

従 業 員 へ 分 配 され た恩 恵 は,同 期 間 中,1979年 に わず か に減 少 した た あ,若 干 の減 少 が

み られ た(0.7%)。 他 方,供 給 者 に つ い て は,マ イ ナ スの 恩 恵 とな って い るが,そ の 程 度

は小 さ く(0.4%),ま た1979年 に は再 び プ ラ スの 恩 恵 に転 じて い た。 ま た,顧 客 へ の 恩 恵

は,1978年 に は相 対 的 に 大 き か っ た の だ が,1976年 一1979年 の 期 間 と して は,低 い水 準

(0.7%)を 示 す 結 果 とな った(9)。

(4)全 期 間 を 通 して

1971年 一1979年 の全 期 間 に つ い て は,1954年 一1968年 の期 間 の状 況 と はか な り異 な って い

る。 つ ま り,生 産 性 余 剰 はか な り大 き く(3,7%),燃 料 価 格 の上 昇 の 結 果 と して,供 給 者

(8)CERC(1980),p.115.

(9)Op.cit.
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への大きな恩恵をもたらしている。

従業員への恩恵は維持され,企 業への恩恵はかなり大きさとなっている。それは,重 要

な原子力発電化プログラムのための自己金融を促進 したとされる。そして,顧 客への恩恵

は,過 去におけるものよりは小さいものの(0.7%),そ の水準は維持されている(lo》。

4結 果 の 総 括 と詳 細 な分 析 の 実 施 状 況

ここで,当 初の分析結果におけるポイントを再度整理するならば,概 ね下記のように要

約できるだろう。

① 生産性余剰が徐々に縮小する傾向がみられた。

② 余剰の最大の享受者である顧客への分配分が小さくなっていていた。

③ 従業員に分配された余剰(恩 恵)の 水準は,全 期間を通 じて概ね安定。

④ 国への分配余剰のうち減価償却によるものは減少(固 定資産再評価の影響)。

⑤ プログラム契約との関係で,過 去分析のみならず予測分析 も実施。

⑥ 部門別管理への利用 も試行された。

図1は,新 旧分析の総括的な結果を比較 したものである。以下では,こ れに基づき,当

初の分析結果における論点を勘案 しながら,そ の後の分析の結果をみてい くことにする(ll)。

3.0

2.0
生

1.・ 荏

余 余
0.0剰

剰

率 一1・0従 供 債 顧 企 企 国

^業 給 権 客 業 業^

弩 一… 員 者 者 藏 窪 魏

価 営 ロ
ー3.0償 成却

果

一4.0口1954-1968

匿≡ヨ1971-1979
-5 .0

出所:CERC(1989)の デ ー タ に基 づ き 筆者 が作 成 。

(注)余 剰 率 が マ イ ナ ス の 場 合 は,分 配 余 剰(恩 恵)の 提 供 者 側,プ ラ スの 場 合 は,分 配 余 剰 の 受 領

者 側 で あ る こ とを 意 味 す る。

図1新 旧 余 剰 計 算 書 の 比 較

(10)CERC(1980),p.115.

(11)Op.cit.
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1971年 一1979年 に お い て は,生 産 性 余 剰 に 関 して は,期 間別 に み れ ば,変 動 は あ る も の

の,全 期 間 で はか な り増 加 が 見 られ た。 従 業 員 へ の分 配 余 剰 は概 ね 一 定 の水 準 を維 持 した

が,顧 客 へ の余 剰 は減 少 す る結 果 と な って い る。

他 方,当 初 の分 析 結 果 に基 づ く予 測 と して,CERCは,生 産 性 余 剰 の 向上 の た め に は,

料 金 の 引 き上 げが 不 可 避 で あ る と して い た。 実 際,既 にみ た よ う に,生 産 性 余 剰 は,か な

り増 加 して い る。 反 面,料 金 引 き上 げ率 が 物 価 上 昇 率 を下 回 っ た り,エ ネル ギ ー価 格 の上

昇 分 の 転 嫁 が 部 分 的 で あ っ た り した た あ,顧 客 か らの余 剰 の提 供 は比 較 的 少 なか っ た。 つ

ま り,1974年 一1975年 を 除 き顧 客 は,全 期 間 で は,基 本 的 に 余 剰 の 受 領 者 側 で あ った こ と

が 明 らか に され た。 しか しなが ら,部 門 別 管 理 へ の利 用 につ いて は,部 門 間 の関 係 の複 雑

さの た め に,そ の後 の分 析 で は,断 念 せ ざ る をえ なか っ た と い う こ とで あ る(12)。

と こ ろで,上 述 の企 業 全 体 に つ い て作 成 され,要 約 的 に分 析 され た余 剰 計 算 書 以 外 で も,

下 記 の よ う な い くつ か の個 別 の よ り詳 細 な分 析 が 実 施 され た(13)。

まず,各 年 度 の総 生 産 性 比 率p4)は,配 電 部 門 に つ いて 算 出 され,数 値 は,発 電 ・送 電

部 門 の そ れ を若 干 上 回 って い る こ とが 明 らか にな った。 た だ し,後 者 の 内部 に お け る部 門,

す なわ ち,火 力 発 電,水 力 発 電 及 び送 電 を 区別 して 分 析 す る こ と は困 難 で あ っ た。

また,企 業 の職 能 別 の分 析 を さ ら に深 あ る た め に,EDFは 発 電 と配 電 の 各 地 方 セ ンタ ー

につ いて 生 産 性 比 率 を計 算 す る こ と を試 み た。 しか しなが ら,様 々 な問 題 の ゆえ に それ を

断 念 した ので あ る。 それ は,例 え ば,あ る単 年 度 の余 剰 の測 定 は,常 に経 営 状 況 に重 要 な

意 味 が あ るわ け で はな く,よ り長 い期 間 につ い て見 られ るべ きで あ る とい った こ とで あ る。

さ らに,1980年 か ら1990年 まで の期 間 に お け る生 産 性 比 率 の予 測 を試 み る観 点 か ら,二

つ の変 形 分 析 が 検 討 され た 。 一 つ は,ピ ー ク時 の生 産(発 電)を 確 実 に保 証 す るた め に,

設 備 不 足 が 生 産 性 に及 ぼす 影 響 を修 正 しよ う とす る もので あ る。 もう一 つ は,化 石 燃 料 に

よ り生 産 され る電 力 を原 子 力 発 電 で 代 替 す る こ と の影 響 を測 定 しよ う とす る もので あ る。

CERCは,こ れ らの分 析 に よ り,「 総 要 素 生 産 性 とそ れ に 関連 す る分 配 の 測 定 は,長 期

的 に,EDFの 機 能(職 能)の 変 化 と様 々 な利 害 関 係 者 との 関 係 を,特 に急 速 か つ大 き な

q2)な お,EDFは,電 気エ ネルギーの発電及 び配電 の国際連合体(1'Unioninternationale)が

主導 し,そ こに参加す る8企 業 につ いて行われた研究 に参加 した。 この研究 は,1970年 に開始 さ

れ1973年 に完 了 し,1960年 一1971年の期 間にお ける事例 の大部分 において行われ たが,そ の後,

継続 されなか った。参加企業 は,以 下 の とお りである。ElectricityCouncil(イ ギ リスー ウエー

ル ズ),E.D.F.(フ ラ ンス),E.V.S.(西 ドイ ツ),E.S.B.(ア イルラ ン ド),P.N.E.M.(オ ラン

ダ),U.N.E.S.A.(ス ペ イン),S.PB.(ス ウ ェーデ ン),C.K.(ス イス)(cf.CERC(1980),p.

115.)

(13)CERC(1980),p.115.

(14)生 産性比率 につ いて は,拙 稿(1989),102頁 等を参照 された い。
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変化の期間において,統 合的な方法により極めて明瞭に示 した分析ツールである」(15)と評

価 している。

5社 会 的業 績 を考 慮 した 企業 分 析 の視 座

これまでみてきた分析事例が実施された当時と今 日では,社 会的にも経済的にも状況が

かな り変化 している。また,余 剰分析は,フ ランスのような特定の社会 ・経済システムの

もとでなければ,そ の適応の可能性や有用性を認あることは難 しいとの見解(16)もあるこ

とも事実である。 しか しその一方で,企 業の社会的責任(CSR)の 概念の拡大 とその重視

という潮流があり,企 業の社会的責務の達成度をどのように分析 ・評価すべきか,と いっ

た課題がますます重みを増 してきている状況 もある。

ここで,本 研究における問題意識を改あて提示 し,生 産性分析及び余剰分析に関する若

干の私見を披渥することで,小 論の一応のまとめとしたい。

本研究では,社 会的業績を考慮に入れた企業分析の視座の確立を模索 し,特 に,生 産性

分析を中心とし,企 業の社会的業績の概念の再検討とその測定 ・評価方法についての考察

を試みてきた。生産性分析の目的は,生 産性向上の程度とその結果得 られた成果の分配が

適正か否かを明 らかにすることにある。生産性の向上とは,生 産効率 ・経営効率を高ある

ことではあるが,そ の結果として,従 業員など生産活動,事 業活動に関わる人々の生活の

向上に繋がるものでなければならないと思われる。

経営活動の目的は,利 益の最大化か,あ るいは付加価値の最大化か。この古 くて新 しい

問題は,国 内外で長 く議論が続けられてきたが,次 第に,株 主重視,ROE重 視,企 業価

値重視の経営という論調が優勢になり,近 年,付 加価値論者は影が薄 くなった感が否めな

い。他方,か つて賞賛された日本的経営の優位性の否定,自 信喪失,そ して,「 アメリカ

型経営思考」の台頭が最近の日本における実情といえるのではないだろうか。

しか しなが ら,過 度のアメリカ型経営思考の台頭と日本の企業文化との軋礫が,先 般の

IT企 業や投資ファンドによるM&Aを 巡る一連の事件やいわゆる 「未曾有の」金融 ・経

済危機によって露呈 してきたといっては,些 か言葉が過ぎるであろうか。勿論,経 営思考

とこれ らの問題,と りわけ世界的経済危機等との因果関係は,短 絡的に論ずべきものでは

(15)CERC(1980),p.115.
q6)こ うした見解を示している例としては,次 のようなものがある。Gray,R.,etal.(1987),p.
132.

356(356)



フランス電力公社 に関す る生産性分析の再検討(日 野)

な いが,少 な くと も,我 々 に企 業 観 や 企 業 と ス テ ー ク ホル ダ ー と の関 係 を考 え 直 す き っか

け を与 え た と い う こ と はで き よ う(17)。

余 剰 分 析 で は,付 加 価 値 よ り さ ら に広 く,供 給 者 や 顧 客(消 費者)ま で を成 果 分 配 の 対

象 と して考 慮 す る。 適 応 の 土 壌(社 会 ・経済 システム等)や 方 法 論 上 の 問題 点 は あ る と して

も,そ の 思 考 はユ ニ ー クで あ り,上 記 の よ う な問 題 意 識 に対 して,い くつ もの示 唆 を与 え

て くれ る もの と考 え て い る。

企 業 の 社 会 的 業 績,社 会 貢 献 度 な い し社 会 的 責 任 と は何 か 。 それ は,環 境 問 題 へ の対 応

も,当 然 の こ とな が ら,企 業 の 社 会 的 責 務 で あ るが,基 本 的 に は,生 産 的 活動(販 売,サ ー

ビス提供 を含 む)を 通 じて,付 加 価 値 を 創 造 し,ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 分 配 す る こ とで あ る。

利 益 指 標 を 中心 と した分 析 で も,産 出物 の安 定 的 供 給,雇 用 の確 保 と賃 金 の適 正 な支 払

い,資 本 提 供 者 へ の 報 酬 の支 払 い,行 政 サ ー ビス へ の対 価 と して の納 税 等 の状 況 を 通 じて,

社 会 貢 献 を評 価 ・分 析 す る こ と は,あ る程 度 可 能 で あ る。 しか し,上 述 の よ う な視 点 か ら

は,付 加 価 値 分 析 や 余 剰 分 析 の有 用 性 は小 さ くな い ので は な いか と思 われ る。

6む す び

極 めて雑 駁 な言 い方 で はあ るが,企 業 に限 らず,人 間社 会 にお い て は,何 事 もバ ラ ンス,

兼 ね 合 いや 多 様 性 の尊 重 が 重 要 で あ り,そ の意 味 に お いて,顧 客 や 供 給 者 を も成 果 分 配 の

対 象 者 に含 み,そ の状 況 の把 握 ・検 討 を志 向す る余 剰 分 析 の イ ンプ リケ ー シ ョ ンは,昨 今

の 社 会 状 況 に お いて こ そ,改 めて 検 討 す る必 要 性 が 認 め られ る ので は な い だ ろ うか 。

今 後 は,企 業 観 や 経 営 思 考 につ いて も考 察 を加 え つ つ,企 業 分 析 の視 点 の再 検 討 に焦 点

を あて て,さ らに研 究 を進 めて い く。 そ して,社 会 的 業 績 評 価 を考 慮 した企 業 分 析 の理 論

と方 法 につ いて 新 た な手 掛 か りを得 る こ と を本 研 究 の 目標 と した い。
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